
令和３年４月２８日

外国人との共生社会の実現のための有識者会議（第３回）

各委員からの提出資料

・佐藤郡衛氏提出資料
・林玲子氏提出資料

資料４



「外国人との共生社会実現のための有識者会議」第３回配布資料 

 

佐藤 郡衛（明治大学） 

 

「ライフサイクルに応じた支援」の中で特に「子どもの教育支援」についての検討事項 

 

１．支援の施策を打ち出すための基本的な視点の明確化 

(1) 日本社会に生きる「市民」の育成という視点 

(2) （多文化）共生という視点 

(3) グローバル人材育成の視点 

 

２．支援について 

学齢期の子どもへの支援として、大きく「就学の保障」「学習の保障」「進路の保障」、そし

て「学校における（多文化）共生教育」の４つの柱が重要、さらに、ライフィサイクルとい

う視点から、「不就学者、中退者（青年期）への支援」も行うことが重要である。 

(1) 就学の保障 

① 就学実態の把握とそれに基づく就学支援 

② 不就学への対応（「教育機会確保法」の観点からも） 

③ 外国人学校への支援 

④ 受け入れ体制の整備（自治体間の格差是正） 

⑤ 就学前教育の支援（小学校教育との接続） 

⑥ 中長期的には外国人の就学義務の議論が必要、ただし外国人学校等の法的な位置付

けと一体化した制度改革が必要 

 

(2) 学習の保障 

① 日本語教育の保障（正規の授業時間内に、個別指導計画をもとにした指導＝「特別な

教育課程」による指導） 

② 教科学習のための日本語教育（小中高まで内容・方法の体系化、JSLカリキュラムの

見直し） 

③ 担当教師の配置の拡充 

④ 「日本語」を担当する教師の養成・研修、中長期的には、「日本語科」の設置と「日

本語」の教員免許の設置の検討を視野に入れる 

 

(3) 進路の保障 

① 高校段階の実態把握（高校進学率、高等教育進学率、中退率、就職の実態等） 

② 高校の日本語教育体制の整備 



③ 将来を見通したキャリア形成の支援＝自立を目指したキャリア教育（貧困と格差

を固定化させないため教育） 

 

(4) 学校における（多文化）共生の教育 

① 異文化理解教育 

② 母語・母文化を配慮した教育 

③ グローバル人材育成のための教育（イマージョンなどを柱にした教育、複数言語に

よる外国語教育など） 

 

(5) 学卒後、あるいは中退者（青年期）への支援 

① 就労支援（現実の職業選択ができるような情報提供と相談体制） 

② 居場所づくり（地域における支援） 

③ 「学び直し」の機会の拡充 

 

３．実態調査と統計的な資料整備の必要性 

エビデンスに基づく施策の策定 
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持続可能な開発目標(2015-2030)

https://sustainabledevelopment.un.org/post2015/summit 2

https://sustainabledevelopment.un.org/post2015/summit
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SDGsアクションプラン2021（首相官邸SDGs推進本部）

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sdgs/ 

• 10.7   計画に基づき良く管理された移民政策の
実施などを通じて、秩序のとれた、安全で規則
的かつ責任ある移住や流動性を促進する。
– 10.7.1  従業者が移住先の国で稼いだ月収に占める、
その従業者が移住先の国で仕事を探すに当たって
（自ら）負担した費用の割合

– 10.7.2   秩序のとれた、安全で規則的かつ責任ある
移住や流動性を促進する移住政策を持つ国の数



10.7.2 秩序のとれた、安全で規則的かつ責任ある移住や流
動性を促進する移住政策 （日本2019: 総合評価 2）
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領域1 : 3 領域2: 3 領域3: 3 領域4: 2 領域5: 2 領域6: 3
政府は，国民ではな
い者に対しても，以下
のサービスへの平等
なアクセス，福祉及び
権利を提供している
か。

政府は，移住（入国・
出国）に関して，以下
の制度，政策，又は
戦略のいずれかを整
備しているか。

政府は，各国間の協
力及び関係者の移住
政策への参加を促進
するために，次のい
ずれかの措置を講じ
ているか。

政府は，移住による
プラスの開発インパク
ト及び移住者の社会
経済的厚生を最大化
するために，次のい
ずれかの措置を講じ
ているか。

難民や国境を越えて強制
的に避難させられた人々
に対応するために，政府
は次のいずれかの措置を
講じているか。

政府は，次のいずれ
かの方法で，正規又
は非正規移住（入国）
に対処しているか。

a 必須及び/又は緊急
の医療

b 公教育

c 同等の仕事に対す
る同等な報酬

d 社会保障*(正規のみ)

e 司法へのアクセス

a 国家移住政策を実

施する専用の政府
機関

b 労働移住を含む正

規の移住経路に関
する国家政策又は
戦略

c 移住者の包摂又は

統合を促進するた
めの国家政策又は
戦略

d 移住政策がジェン

ダー対応であること
を保証する公式なメ
カニズム

e 移住政策が，適切

に詳細集計された
データによって情報
提供を受けるメカニ
ズム

a 移住に関する省庁
間調整メカニズム

b 労働移住を含む移

住に関する二国間
協定

c 移動を促進する地
域協定

d 帰国及び再入国に

関する他国との協
力協定

e 移住政策の策定及

び実施に市民社会
及び民間部門を参
加させるための公
的なメカニズム

a 定期的な評価を通

じた，労働移住政策
の，実際及び予想さ
れる労働市場ニー
ズへの適合

b 社会保障給付の可
搬性の促進

c 海外で習得したスキ

ル及び資格の評価
の促進

d 送金の流れの促進

e 移住労働者の公正

かつ倫理的な採用
の促進

a 国際的な国境を越えて

逃げることを強いられた
人々を受け入れ，処理
し，そして識別するため
のシステム

b避難民の食料，衛生，

教育，医療等の基本的
ニーズの観点による緊
急対応計画

c 危機的状況又は危機後

の状況にある外国に居
住する市民を支援する
ための具体的な措置

d 災害による強制的な避

難のインパクトに対処す
るための特定の規定を
含む，国の防災戦略

e 国際的な国境を越えて

強制的に避難した者及
び帰国できない者に対
する一時滞在又は保護
の許可

a ビザ切れ不法滞在
を監視するシステム

b 到着前許可のコント
ロール

c 同伴者のいない未

成年者又は引き離
された子どもへの対
策

d 移住情報及び啓発
キャンペーン

e 人身取引及び移住

者密輸に対処する
ための公的な戦略

Yes No NoData



総合
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Source: SDGs indicators database https://unstats.un.org/sdgs/indicators/database/ より作成、白地図データはNaturalEarth

(https://www.naturalearthdata.com/)、地図作成はQGISを使用



領域1
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Source: SDGs indicators database https://unstats.un.org/sdgs/indicators/database/ より作成、白地図データはNaturalEarth

(https://www.naturalearthdata.com/)、地図作成はQGISを使用



領域2
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Source: SDGs indicators database https://unstats.un.org/sdgs/indicators/database/ より作成、白地図データはNaturalEarth

(https://www.naturalearthdata.com/)、地図作成はQGISを使用



領域3

8
Source: SDGs indicators database https://unstats.un.org/sdgs/indicators/database/ より作成、白地図データはNaturalEarth

(https://www.naturalearthdata.com/)、地図作成はQGISを使用



領域4
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Source: SDGs indicators database https://unstats.un.org/sdgs/indicators/database/ より作成、白地図データはNaturalEarth

(https://www.naturalearthdata.com/)、地図作成はQGISを使用



領域5
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Source: SDGs indicators database https://unstats.un.org/sdgs/indicators/database/ より作成、白地図データはNaturalEarth

(https://www.naturalearthdata.com/)、地図作成はQGISを使用



領域6
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Source: SDGs indicators database https://unstats.un.org/sdgs/indicators/database/ より作成、白地図データはNaturalEarth

(https://www.naturalearthdata.com/)、地図作成はQGISを使用



日本の改善項目（NoかNoData）
• 領域2: a 国家移住政策を実施する専用の政府機関
• 領域3: d 帰国及び再入国に関する他国との協力協定
• 領域4: c 海外で習得したスキル及び資格の評価の促進
• 領域4: d 送金の流れの促進
• 領域5: b避難民の食料，衛生，教育，医療等の基本的

ニーズの観点による緊急対応計画
• 領域5: c 危機的状況又は危機後の状況にある外国に居

住する市民を支援するための具体的な措置
• 領域5: d 災害による強制的な避難のインパクトに対処する

ための特定の規定を含む，国の防災戦略
• 領域6: b 到着前許可のコントロール
• Yesの項目も妥当かどうか
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国籍により異なる人口構造（性別各歳、2017年）
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出典: 在留外国人統計（法務省）、日本は人口推計（総務省統計局） In: 林（2020）「外国人の死因－日本人・本国人との比較」『人口問題研究』76-2



国籍により異なる死亡
自殺は韓国・朝鮮のみ多く、フィリピン・タイは心疾患、脳血管疾患が多い

→それぞれの対策の必要性
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注: 2013～2017年合算 出典: 林（2020）「外国人の死因－日本人・本国人との比較」『人口問題研究』第76巻第2号



国籍/在留資格が
質問項目にある政府統計

• 国勢調査

• 人口動態統計（国籍10区分）

• 賃金構造基本統計調査

• 人口移動調査
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SDGs (A/70/L.1) : データ、モニタリング、説
明責任
17.18 2020 年までに、後発開発途上国及び小島嶼開発途
上国を含む開発途上国に対する能力構築支援を強化し、
所得、性別、年齢、人種、民族、居住資格、障害、地理的位
置及びその他各国事情に関連する特性別の質が高く、タイ
ムリーかつ信頼性のあるデータの入手可能性を向上させ
る。

より多くの
政府統計で、
国籍/在留

資格別に統
計を取る必

要性
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